
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 4¶253¶580¶122 182¶521¶278 ` 4¶436¶101¶400 1¶234¶626¶273 190¶900¶898 ` ` ` 3¶201¶475¶127

構 築 物 551¶370¶908 6¶908¶484 ` 558¶279¶392 277¶354¶002 26¶405¶873 ` ` ` 280¶925¶390

車 両 運 搬 具 1¶999¶935 ` ` 1¶999¶935 1¶541¶614 499¶983 ` ` ` 458¶321

計 4¶806¶950¶965 189¶429¶762 ` 4¶996¶380¶727 1¶513¶521¶889 217¶806¶754 ` ` ` 3¶482¶858¶838

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産外）

建 物 78¶237¶566 16¶797¶770 ` 95¶035¶336 14¶811¶447 5¶621¶268 ` ` ` 80¶223¶889

構 築 物 27¶313¶165 7¶781¶025 ` 35¶094¶190 5¶377¶310 1¶913¶169 ` ` ` 29¶716¶880

工具器具備品 475¶223¶240 222¶526¶857 268¶539¶519 429¶210¶578 138¶895¶683 98¶375¶621 ` ` ` 290¶314¶895

図 書 1¶075¶498¶247 16¶232¶768 623¶694 1¶091¶107¶321 ` ` ` ` ` 1¶091¶107¶321

車 両 運 搬 具 7¶947¶651 ` ` 7¶947¶651 6¶125¶247 925¶433 ` ` ` 1¶822¶404

計 1¶664¶219¶869 263¶338¶420 269¶163¶213 1¶658¶395¶076 165¶209¶687 106¶835¶491 ` ` ` 1¶493¶185¶389

非 償 却 資 産 土 地 11¶616¶780¶000 ` ` 11¶616¶780¶000 ` ` ` ` ` 11¶616¶780¶000

美術品・収蔵品 26¶112¶238 4¶090¶000 ` 30¶202¶238 ` ` ` ` ` 30¶202¶238

建 設 仮 勘 定 ` 135¶764¶150 ` 135¶764¶150 ` ` ` ` ` 135¶764¶150

計 11¶642¶892¶238 139¶854¶150 ` 11¶782¶746¶388 ` ` ` ` ` 11¶782¶746¶388

Ó．固定資産の減損
１．減損を認識した固定資産に関する事項
１ 電話加入権
{ 用途：通信用、種類：電話加入権、場所：奈良県奈良市、帳簿価額（減損前）：24¶000円
| 減損の認識に至った経緯：資産が遊休状態になり、将来の使用見込みが明らかでないため、
減損を認識した。

} 減損額：損益外処理額 電話加入権 18¶000円
~ 相続税評価額から算定した正味売却価額を、回収可能サービス価額としている。

．重要な債務負担行為

Ô．重要な債務負担行為
（単位：円）

件 名 契 約 年 月 契 約 金 額 平成21年度支出
予定額

特別支援学級校舎新営工事 平成21年３月 184¶800¶000 122¶790¶350

特別支援学級校舎新営電気設備工事 平成21年３月 19¶740¶000 13¶380¶000

特別支援学級校舎新営機械設備工事 平成21年３月 32¶550¶000 19¶530¶000

特別支援学級仮設校舎取設その他工事 平成21年３月 22¶354¶500 22¶354¶500

附属中学校校舎（管理棟）改修工事 平成21年３月 59¶535¶000 39¶105¶000

附属中学校校舎（管理棟）改修電気設備工事 平成21年３月 18¶820¶000 11¶970¶000

附属中学校校舎（管理棟）改修機械設備工事 平成21年３月 29¶715¶000 19¶515¶000
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] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
日本相互証券が公表する第299回国債の決算日における利回りにより計算している。

７．リース取引の会計処理
リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係
る方法に準じた会計処理によっている。

８．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっている。
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